
労災事故再発防止対策（報告）書 
 

富士労働基準監督署 御中 
 
以下のとおり労災事故再発防止対策を樹立したので、報告します。 
  

事業者職氏名              
提出日   年  月  日 

労働者死傷病報告書提出日 年  月  日 

 
 

災害発生状況及び原因 
 

 

 

 

 災害発生原因につき次の項目ごとに安全管理者・安全衛生推進者等に検討させ、問題があった

と判断される事項を記入してください。 
事 項 問 題 点 

自社の安全衛生管理

体制等（管理面） 

 

 

作業に関係した施設

（設備面） 

 

 

作業に関係した作業

方法（作業面） 

 

 

作業者の安全意識等

（安全衛生教育面） 

 

 

上記以外で災害発生

原因となった事項

（その他） 

 

 

 

 
災害発生原因の分析の結果、同種災害の再発防止のためにとった対策又は計画について、 

下記の事項ごとに記載してください。 

（管理面） 

 

 

 

 

（設備面） 

 

 

 

 

（作業面） 

 

 

 

 

（安全衛生教育面） 

 

 

 

 

被災作業に対するリスクアセスメントの実施状況 
1 実施の有無（ 有 ・ 無 ）（いずれかに〇をつけてください） 

2 実施有の場合、リスク評価の方法（マトリクス法、数値化による方法等）及び評価 

  結果並びに評価に基づいて実施した又は実施を予定している対策が分かる資料（リ 

  スクアセスメント実施一覧表等、裏面参照）を添付して下さい。 

※リスク（危険）アセスメント（評価・判断）とは、作業における危険性又は有害性を特定し、それによる労働災害や健 

康障害の重篤度（被災の程度）とその災害が発生する可能性の度合いを組み合わせて「リスク」を見積もり、そのリスク 

の大きさに基づいて対策の優先度を決めた上で、リスクの除去又は低減の措置を検討し、その結果を記録する一連の手法 

をいい、労働安全衛生法第 28条の 2により、労働者を使用するすべての事業者に対し、努力義務が課せられています。 

担当者（記入者）職氏名（                  ） 
       連  絡  先  （     ―     ―      ） 

事業の種類 事業場の名称 所 在 地 
   

℡    （    ） 
被災者の氏名 年令 傷 病 名 災害発生年月日時刻 休業見込日数 

 
  歳 

   年  月  日 
  時  分頃 

 



 
 
 
 

労働安全衛生法（抄） 

（事業者の行うべき調査等）  

第二十八条の二  事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、

粉じん等による、又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性等を調査し、その結果に基

づいて、この法律又はこれに基づく命令の規定による措置を講ずるほか、労働者の危険又は健康障

害を防止するため必要な措置を講ずるように努めなければならない。ただし、当該調査のうち、化学

物質、化学物質を含有する製剤その他の物で労働者の危険又は健康障害を生ずるおそれのあるも

のに係るもの以外のものについては、製造業その他厚生労働省令で定める業種に属する事業者に

限る。  

２  厚生労働大臣は、前条第一項及び第三項に定めるもののほか、前項の措置に関して、その適切か

つ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。  

３  厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必要な指導、援助等を行うこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


